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【目的】 

新技術の普及促進が期待された営農試験地事業

（1952-‘62）には，生産者の技術受容態度の観点

から当初より批判があった[1] 。生産者は，営農軌

道上の技術であれば，それなりに受け入れるもの

の，営農軌道を変えるレベルの技術であれば警戒

し，経営改善が行き詰まってしまう，との批判が。 

小稿では，ユーザーが新技術を受容するのかが

不確実，つまり新技術受容の不確実性に関し，マー

ケティング研究から得られる示唆を若干整理する。 
【方法】文献調査により，上記の目的を達成する。 
【結果および考察】 
 歴史的にマーケティング研究は，消費者を「適応

すべき対象」と理解し，プロダクト･アウトからマ

ーケット･インへを標語に展開した。他方，消費者

を「その選好を創造し操作し管理する対象」として

も理解した。要するに消費者需要に対し，「適応」

の論理と「創造」の論理とが強調されたのである。

果たして両立するのか。この疑問は，石井により，

商品開発プロセスを含むマーケティング管理その

ものの問題にまで拡張された[2]。すなわち，意の

ままにならない消費者を対象にするマーケティン

グの現実は，テキストの理論と異なり，客観的でも

演繹的でも確定的でもなく，不確実性がつきまと

う。この現実に現場が苦労している，と。ちなみに

同じく技術や顧客ニーズや競争環境など不確実性

が高い状況の下，経営者や技術管理者に立脚した

のが経営学の応用領域「技術経営」である（注）。 

では，消費者の行動や競合企業の動向等により，

マーケティングの有効性が問われる中，どのよう

な工夫が考えられるのであろうか。一例として商

品開発に消費者を直接介在させる「協働型マーケ

ティング」が挙げられる[3]。これは，開発側が買

手の消費者をパートナーに位置づけ，協働で商品

やサービスを創造する構想である。なお，19 万人

もの味覚テスト（量的調査）の結果を踏まえたコ

カ･コーラ社によるニュー･コーク（新商品）市場投

入の歴史的大失敗とは，協働の点で異なる。もっと

も経営学の知見によれば，たとえリード･ユーザー

と協働しても，「イノベーションのジレンマ」[4]に

陥る場合がある。つまりユーザーの意見を傾聴す

ればするほど，かえってブレークスルー･イノベー

ションが阻害されかねないのである。 
 こうしたマーケティング研究の動向から，農業

技術開発にどのような示唆が得られるのであろう

か。農業と他産業，技術開発と消費財の商品開発な

ど違いがあるものの，以下のことが指摘できよう。 
第一にユーザーへのアプローチが「適応」と「創

造」に大別されることである。ニーズで分類すれば，

前者はユーザーが意識しているものへの適応で，

後者はユーザーが想像もつかないようなものの創

造である。創造の例として情報科学など他分野の

研究成果の導入やバックキャスト手法によるもの，

適応にも活かせる研究者の内在的動機によるもの

が挙げられる。もっとも既述した「イノベーション

のジレンマ」だけでなく，「イノベーションの罠」

[4]にも陥らないよう留意しなければならない。す

なわち，イノベーションの阻害要因という古くて

新しい難問に突き当たらないために。 
 第二に新技術受容の不確実性が避けにくいこと

である。この不確実性は，既存技術との連続性の有

無や革新性の程度，対象／想定ユーザーの連続性

の有無などで異なる。したがってリード･ユーザー

の開発参画や目的基礎研究の推進によるシーズの

創出･増殖･選抜といった技術開発･普及での工夫

が今後も必要である。この工夫をこらすため，再任

用･再雇用者等による継続的な内部調査などで，失

敗事例も活かすことが求められよう。 
注：プラットフォーム設立など近年，農業の研究開 

発も「技術経営（MOT）」の影響を受けている。 
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